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平成１６年（行ウ）第４３号  公金支出差止等請求住民訴訟事件 

原告  斎田友雄外１８名 

被告  群馬県知事外１名 

 

原告最終準備書面（１）（財務会計行為論） 

 

２００９（平成２１）年１月２３日 

前橋地方裁判所民事第２部合議係  御中 

 

原告ら訴訟代理人 

弁護士    福  田  寿  男 

ほか４１名 

 

原告最終準備書面の構成は、以下の（１）～（７）のとおりであり、本書面では、

（１）財務会計行為に関する主張を述べる。 

１ 最終準備書面（１） 財務会計行為論 

２ 最終準備書面（２） 利水上の不要性 

３ 最終準備書面（３） 治水上の不要性 

４ 最終準備書面（４） 危険性その１（ダムサイトの危険性） 

５ 最終準備書面（５） 危険性その２（地すべりの危険性） 

６ 最終準備書面（６） 環境に与える影響とその違法性 

７ 最終準備書面（７） 公共事業としての不要性 
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第１ 本件各財務会計行為の適法性に関する司法審査のあり方 

１ 原告らの主張の骨子 

（１）住民訴訟において判断の対象とされる財務会計行為の違法性とは、あくまで

も当該財務会計行為それ自体の違法性であって、当該行為に先行する行為の違

法性が（一般に言われる、行政行為における「違法性の承継」と同様の意味に

おいて）これに承継される、という考え方を取るべきものではない。 

（２）しかし、当該行為に対する先行行為の法的拘束力を、解消ないし回避する余

地があるにもかかわらず、これを解消ないし回避しないまま、当該行為を行う

ことが、当該行為それ自体の違法を意味するのは別論である。 

（３）原告らの主張は、国が推進している八ッ場ダム建設計画固有の違法性が、本

件各財務会計行為に当然に承継される、というものではなく、あくまでも地方

公共団体の側の各財務会計行為それ自体の違法性を指摘するものである。 

このことを以下において説明する。 
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２ 先行行為との関係における財務会計行為の法的評価に関する平成４年最判 

（１）上記のテーマに関するリーディングケースとされている判例は、最高裁（三

小）平成４年１２月１５日判決（民集４６巻９号２７５３頁、判例地方自治１

１４号６２頁。いわゆる「一日校長事件」）である。 

同判決は、住民訴訟（当該事案の場合は旧４号請求）の目的を 

「財務会計上の行為を行う権限を有する当該職員に対し、職務上の義務に違

反する財務会計上の行為による当該職員の個人としての損害賠償義務の履行

を求めるものにほかならない」と把握した上で、 

「当該職員の財務会計上の行為をとらえて…損害賠償責任を問うことがで

きるのは、たといこれに先行する原因行為に違法事由が存する場合であっても、

右原因行為を前提としてされた当該職員の行為自体が財務会計法規上の義務

に違反する違法なものであるときに限られると解するのが相当である」とした。 

当該事案は旧４号請求にかかわるものであるが、新４号請求の場合も、１号

請求の場合も（当該行為を行う職務権限を有する者に対し、違法な権限行為を

しないよう請求するものであるから）、同様に考えるべきものである。 

原告らの主張は、これと異なるものではない。 

（２）上記平成４年最判は、地方公共団体が処理する教育に関する事務が、教育委

員会と長との間に配分されており、教職員の任免その他の人事権は前者に、教

育行政運営上必要な財務会計事務は後者に帰属するものとされていることに

照らし、教育委員会の人事に関する処分については、 

「地方公共団体の長は、右処分が著しく合理性を欠きそのためこれに予算執

行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵の存する場合でない限り、右処分を

尊重しその内容に応じた財務会計上の措置を採るべき義務があり、これを拒む

ことは許されないものと解するのが相当である。」と判示した。 

つまり、長は「予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵がある」と
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いう例外事由がない限り、原則として教育委員会の処分を尊重する義務がある

としたのである。 

上記例外事由は、教育委員会の処分を「無効」とする事由よりは広い。ちな

みに、先行行為が「無効」であれば長に限らず何人もその拘束を受けないこと

は当然であるから、裁判所があえて別の基準を立てる必要はない（２つの概念

が異なるものであることは、後述の平成２０年最判によって明らかである）。 

（３）従って、一方では教育委員会による校長昇格処分が有効に成立し、他方では

知事が当該処分に従った退職金の支給は上記例外事由に該当すると判断して、

その支給を拒む、という状態が併存する事態が存在しうることを、平成４年最

判は前提としている。このような場合は、退職「校長」の東京都に対する退職

金差額請求権の存否をめぐる、公法上の当事者訴訟の形で教育委員会の処分の

効力が司法の判断に付されることになろう。 

 

３ 同じ論点に対する平成２０年最判 

（１）上記のとおり平成４年最判は、先行行為が無効でなくても、財務会計行為を

拒否することが許される例外事由のあることを傍論としては認めたが、例外事

由の有無を判定する具体的基準を示したものではなかった。 

最高裁（二小）平成２０年１月１８日判決（判時１９９５号７４頁）は、こ

の例外事由の判定基準を、平成４年最判よりも更に具体化したものと言える。 

（２）平成２０年最判の事案は、土地開発公社と市との間の土地売買契約（当該財

務会計行為）が、その６年前に締結されていた、市と公社との間の、当該土地

の先行取得を公社に委託する契約（先行行為）に基づく、義務の履行としての

拘束を受けるか否か、という問題について、これを積極に解した原判決を破棄

したものである。同判決は、 

① 先行行為たる委託契約が無効であれば、同契約上の義務の履行としての売

買契約は違法となる、という指摘とは別に、 
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② 「先行取得の委託契約が私法上無効ではないものの、これが違法に締結さ

れたものであって、当該普通地方公共団体がその取消権又は解除権を有して

いるとき」や、 

③ 「当該委託契約が著しく合理性を欠き、そのためその締結に予算執行の適

正確保の見地から看過し得ない瑕疵が存し、かつ、客観的にみて当該普通地

方公共団体が当該委任契約を解消することができる特殊な事情があるとき」

にも、 

「これらの事情を考慮することなく、漫然と違法な委託契約に基づく義務の

履行として買取りのための売買契約を締結してはならないという財務会計法

規上の義務」が生じ、当該財務会計行為（公社からの土地買取り契約の締結）

が違法なものになる、と判示した。 

（３）平成２０年最判の事案における先行行為が私法上の「委託契約」であるため

に、その拘束力が排除される事由として、判決は、①私法上の無効、②取消権・

解除権の存在、③その他契約を解消することができる特殊事情の存在、を挙げ、

いずれにせよ強弱の差はあれ、先行行為が違法であることを契約の一方当事者

からする拘束力排除の前提として判断をすすめている。 

しかし、先行行為に固有の違法性がなくとも、その効力を回避する権利があ

る場合には、地方公共団体が漫然と先行行為を前提として財務会計行為をする

ことが、地方自治法２条１４項、地方財政法４条１項などの一般原則に従って

違法評価を受けることは当然である。言いかえればこの場合は、もともと先行

行為の拘束力を前提として考慮する必要がなく、当該財務会計行為の法適否を

ただちに一般原則に従ってテストすべきである。 

後述のとおり、利水負担金の支出決定は、このような場合に属するものであ

り（第２）、治水負担金は、先行行為（国の納付通知）が違法な場合に地方公

共団体が行使することができる拒否権ないし返還請求権（地方財政法２５条）

の不行使を媒介として後続の財務会計が違法となる場合である（第４）。 
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第２ 利水負担金及び繰出金支出の違法性 

１ 利水負担金 

（１）利水負担金は特ダム法４条の基本計画に「ダム使用権設定予定者」と定めら

れた者が、同法７条に基づいて負担すべきものとされているものであるが、群

馬県の水道事業を実施するために客観的必要性のない水利権を確保するため

の費用を支出することは、地方公共団体に課されている地方自治法２条１４項

所定の「最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」義務、

及び地方財政法４条１項所定の「地方公共団体の経費は、その目的を達成する

為の必要且つ最少の限度をこえて、これを支出してはならない」義務に違反す

る。 

群馬県が八ッ場ダムにおいて確保しようとしている水利権が県の水道事業

のために全く必要のないものであることは、原告最終準備書面（２）で詳述す

るとおりである。 

従って、その水利権確保の対価としての利水負担金を支払うことは上記義務

に違反する。 

上記義務は、地方公共団体が住民に対する関係で負担する義務であるが、地

方公共団体の内部関係においても、執行機関が団体に対して負っている誠実執

行義務（地方自治法１３８条の２）の当然の前提をなすものである。 

地方公営企業管理者に対して適用される地方公営企業法は、地方自治法及び

地方財政法の「特例」を定めたものである（同法６条）から、同法に別段の規

定がない限り、管理者が地方自治法及び地方財政法の適用を受けることは当然

である。 

（２）しかも、水道事業に適用される直接の根拠法である関係規定によっても、水

道事業管理者に対し、地方自治法及び地方財政法の上記規定を遵守する義務が

あることは確認されている。 
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水道法２条第１項は、国及び地方公共団体に対して、「水の適正かつ合理的

な使用に関し必要な施策を講じ」ることを義務づけており、同法２条の２第１

項は、地方公共団体に対して、「水道事業及び水道用水供給事業を経営するに

当たっては、その適正かつ能率的な運営に努め」ることを義務づけている。 

（３）これらの規定の趣旨については、最高裁（一小）の平成１１年１月２１日判

決（判時１６８２号４０頁）が、「水道事業を経営するに当たり、当該地域の

自然的社会的諸条件に応じて、可能な限り水道水の需要を賄うことができるよ

うに、中長期的視点に立って適正かつ合理的な水の供給に関する計画を立て、

これを実施」することであると判示している。 

ちなみに、この事案は、福岡県志免町が大規模マンションの供給業者に対し

給水契約の締結を拒否したことが、水道法１５条の「正当の理由」に該当する

かどうかが争われた事案で、最高裁は原判決（福岡高裁平成７年７月１９日判

決、判時１５４８号６７頁）の判断を支持したものであった。 

原判決は、水道法２条の２が地方自治体の施策の「具体的指針」を示したも

のと指摘し、その趣旨を次のように詳述する。 

「右の施策が『水道の計画的整備に関する』ものであるからには、それはそ

れなりの長期的な視点、見通しに立ってのものであることを要するのも、また

当然となる。加えて、当該市町村は、この施策を『実施する』よう求められて

いるから、これが実施可能なものであること、すなわち合理的、具体的、現実

的なものであることを要する。そしてさらに、右指針において、水道事業及び

水道用水供給事業を経営するに当たっては、公共の福祉に合致するとともに、

最少の経費で最大の効果を挙げるよう努めることも要求されている。」 

要するに、地方財政法４条や地方自治法２条１４項に規定する最少経費原則

は、水道法２条の２の趣旨に含まれていると解するのが判例である。 

（４）特ダム法１２条が予定している、ダム使用権設定申請を取下げる権利（以下

「撤退権」という。）の行使は、ダム使用権設定行為や、これを含む基本計画
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（同法４条）が違法と評価されることを前提とせず、申請者側において自由に

行使することができる権利である。 

すなわち、特ダム法は、地方公共団体が、自ら利水の必要性があるとして、

ダム使用権設定申請を行い、ダム建設計画に参加した場合には、当該地方公共

団体は、その建設費用等のうちの一部を負担することとしているのであって、

各地方公共団体にとっての利水の必要性の有無は、もっぱら、当該地方公共団

体が判断すればよく、かかるダム建設への参加について、国からの指示や強制

等は一切ないのである。したがって、一旦、ダム使用権設定申請を行った地方

公共団体は、利水の必要性がない場合には、いつでも、自由に、ダム使用権設

定申請を取り下げて、負担金の支出を免れることができるのである。 

（５）従って、水道事業管理者は、負担金の支出に関し国の納付通知の拘束力を弁

解の口実に用いることは許されず、みずからの「財務会計法規上の義務」をい

わば端的、純粋な形で追及されることとなる。 

すなわち、ダム使用権設定予定者たる地位を維持することが、それに伴う負

担金支出の継続を上回る利益を水道事業にもたらさないことが客観的に認め

られる場合には、水道事業管理者としては、上記撤退権を行使して、爾後の負

担金支出義務を回避すべきである。 

この撤退権を行使することなしに、漫然と負担金の支払をすることは、平成

２０年最判の基準に従えば、まさに違法な財務会計行為と評価される。 

（６）なお、特ダム法３６条は、負担金に関する強制的徴収を規定するが、この規

定は負担金支払義務の確定を前提としてはじめて意味を有する規定である。撤

退権が行使された場合、又は（撤退権は行使しないまま単純に）負担金の支払

いが拒否された場合には、特ダム法１６条により、国土交通大臣は、ダム設定

申請を却下する決定をすることが義務づけられるので、負担金支払いの根拠と

なる法律関係そのものが消滅する（却下決定の効果は、同法１２条により申請

取下の効果と同一である）。 
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従って、特ダム法７４条を根拠として、負担金納付義務が争えないものであ

るかのように解釈することは失当である。 

 

２ 繰出金 

（１）本件繰出金は、群馬県から国に対し支払う利水負担金の源資として、県の一

般会計から水道事業特別会計へ繰出される（特別会計からすれば繰入れられ

る）公金である。このような繰出金が住民訴訟の対象となる「公金の支出」に

あたることは、判例上も認められている（名古屋高裁 平成１２年７月１３日

判決、判タ１０８８号１４６頁。同高裁 平成１４年２月２８日判決、最高裁

ＨＰ）。 

（２）地方公営企業法１７条の２は、地方公営企業の独立採算制原則をうたったも

のであって、同条１項が許容する以外の繰出金の支出を禁止している。 

同法１８条の２は、一般会計から特別会計への長期貸付けを許容しているが、

違法な目的に支出する源資とするための貸付けや、貸付金がそれによって手当

てした水利権に見合う事業収入によって回収できる見込みを伴わない場合に

は、同法の趣旨を逸脱する違法な公金の支出と評価されるべきものであること

は、言うまでもない。 

 

第３ ダム使用権設定申請の取り下げを怠る事実の違法性 

１ 「ダム使用権の設定予定者の地位」は、地方財政法８条にいう「財産」である。

この財産は積極・消極両面を有するものであって、その消極面が積極面を大幅に

上まわる時は、これを放棄することこそが、最も効率的な財産の運用となる。 

従って、県の水道事業管理者が特ダム法１２条に基づき、本件ダム使用権の設

定申請を取下げないことは、県に帰属する財産の適正な管理を違法に怠る事実で

ある。 

なお、「ダム使用権設定予定者の地位」が地方自治法２３８条１項４号もしく
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は７号に該当し、または地方公営企業法所定の資産に該当することにより、財産

性を具備することは、以下に述べるとおりである。 

２ 「ダム使用権の設定予定者の地位」は地方自治法２３８条１項４号または同項

７号の財産にあたる。 

（１）地方自治法２３８条１項４号は、「地上権、地役権、鉱業権その他これに準

ずる権利」を公有財産の一つとして規定している。地上権・地役権は民法上の

物権（民法２６５条、同２８０条）であり、鉱業権は鉱業法上の権利（同法５

条）であり、いずれも使用収益権能を内容とする用益物権とされるものである

から、「その他これに準ずる権利」も用益物件としての性格を備えた権利を意

味するものと解される。 

「ダム使用権の設定予定者の地位」は、将来ダム使用権を排他的に確実に確

保できる地位であり、かつ、許可を受けさえすれば実際にダムによる流水を特

定用途に供することができる権利であるから、用益物件に類似した実質を伴う

権利であると言うことができる。 

従って、「ダム使用権の設定予定者の地位」は、地方自治法２３８条１項４

号の「その他これに準ずる権利」として公有財産に含まれると解すべきである。 

（２）また、地方自治法２３８条１項７号は、「出資による権利」を公有財産の一

つとして規定している。 

ダム使用権設定予定者の地位は、特ダム法４条の基本計画の中でダム使用権

設定予定者として規定される、包括的な地位であって地方自治法２３８条１項

７号の「出資による権利」にも該当すると言える。 

３ 地方公営企業に関する特則 

地方公営企業法は、水道事業を含む地方公営企業の経営に関して、地方自治法

等に対する特例を定めた法律である（同法６条）が、同法２０条は、「計理の方

法」として、費用及び収益を発生主義に基づいて把握すること（１項）、資産、

資本及び負債の増減を整理すること（２項）とあわせて、「資産、資本及び負債
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について、政令で定めるところにより、その内容を明らかにしなければならない」

と規定し（３項）、同法施行令１４条は、「資産」を「固定資産」、「流動資産」及

び「繰延勘定」に区分する旨を定めている。 

すなわち、地方公営企業にあっては、地方自治法の用いる「財産」、「債務」の

概念に代えて、「資産」「負債」の概念が用いられているのである。 

地方公営企業の管理者の行為についても、地方自治法上の監査請求、住民訴訟

制度が適用される以上、地方自治法２４２条の「財産」、「債務」という用語は、

地方公営企業に関しては、「資産」、「負債」と読みかえられることになる。 

ダム使用権設定予定者としての地位は、地方公営企業法施行規則第２条の建設

仮勘定に属する固定資産であり、その管理を企業管理者が怠ることが、住民監査

請求および住民訴訟の対象となるのは当然である。 

 

第４ 治水負担金支出の違法性 

１ 治水負担金の支出要件の欠除 

（１）治水負担金についても、前述の利水負担金と同様、地方公共団体の執行機関

が最少の経費で最大の効果を達成すべき原則（地方自治法２条１４項、地方財

政法４条１項、等）の適用を受けることは明らかである。 

また、地方公共団体が、違法な目的で公金の支出をすることが許されないの

は当然である（地方自治法２条１６項参照）。 

（２）しかし、本件治水負担金の支出は、次のいずれの理由によっても不必要であ

り、かつ違法な公金の支出にあたる。 

ア 本件八ッ場ダム建設事業の治水上の必要性を説明する根拠として用いら

れている、基本高水流量の設定が著しく不合理であることは、八ッ場ダムが

利根川流域の治水という目的との関連性に乏しく、本件治水負担金が「河川

の管理に要する費用」（河川法６０条）にあたらないという事実を示すもの

である（この点は、原告最終準備書面（３）で詳述する。）。 
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本件治水負担金が「河川の管理に要する費用」に該当しないのに、国が県

に対し治水負担金の納付を命令すること、また県が国に対し負担金を納付す

ることは違法である。 

イ また、本件ダムのダムサイト周辺の岩盤・地質は、ダムを建設するための

適格性を欠き、河川法３条２項に定める河川管理施設としての客観的効用、

すなわち「河川の流水によって生ずる…公害を除却し、若しくは軽減する効

用」を備えていない（この点は、原告最終準備書面（４）で詳述する。）。 

従って、この点においても本件治水負担金は「河川の管理に要する費用」

に該当しないので、国が県に対し治水負担金の納付を命令すること、また県

が国に対し負担金を納付することは違法である。 

ウ 本件ダムのダム湖周辺の地盤等は極めて不安定であって地すべりの危険

をはらんでいるため、予定されているダムが、河川法３条２項に定める河川

管理施設の客観的効用、すなわち「河川の流水によって生ずる…公害を除却

し、若しくは軽減する効用」を備えているという根拠は示されていない（こ

の点は、原告最終準備書面（５）で詳述する。）。 

従って、この点においても本件治水負担金が「河川の管理に要する費用」

に該当しないことは明らかであるから、国が県に対し治水負担金の納付を命

令すること、また県が国に対し負担金を納付することは違法である。 

エ 更に本件事業は環境影響評価法や生物多様性条約等の環境保護法令に抵

触する（この点は、原告最終準備書面（６）で詳述する。）。 

このような事業のために地方公共団体が公金を支出することは、地方自治

法２条１６項に反し許されない。 

ちなみに最高裁（三小）平成５年９月７日判決（判時１４７３号３８頁）

は、瀬戸内海環境保全特別措置法１３条等に違反する公有水面埋立工事のた

めの公金支出の差止めを請求した住民訴訟について、該当する工事を個別に

特定する必要がないことを指摘した判例として知られているが、環境法令に
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違反する公金支出の差止めを求める住民訴訟が適法であることを、その判断

の当然の前提としている。 

（３）従って、群馬県がかかる違法な負担金の納付を拒否する権利があるにもかか

わらず、この権利を行使しないまま漫然と治水負担金の納付をすることは、県

知事（ないしその補助機関たる専決権者）の財務会計行為が違法と評価される

事由となる。 

（４）そして、以下に述べるとおり地方財政法２５条は、地方公共団体に対し、み

ずからの支出する負担金が違法に用いられることに対する拒否権を与えてい

るのである。 

 

２ 地方財政法２５条の趣旨 

（１）地方財政法は、その９条ないし２６条の諸規定において、国と地方公共団体

との間の経費負担の分配に関するルールを定めている。 

ダムは同法１０条の２第１項に定める「道路、河川、砂防、海岸、港湾等に

係る重要な土木施設」の一つである。 

同法１７条の２は、 

「国が第１０条の２…に規定する事務を自ら行う場合において、地方公共団

体が法律又は政令の定めるところによりその経費の一部を負担するとき

は、当該地方公共団体は、その負担する金額（以下「地方公共団体の負担

金」という）を国に対して支出するものとする」 

と規定しているので、河川法６０条に基づく負担金や、特ダム法７条に基づく

負担金は、地方財政法１７の２の定める「地方公共団体の負担金」にあたる。 

また同法１７条は、逆に、地方公共団体が行う同種事務につき国が負担する

金額を「国の負担金」と呼んでいる。 

（２）地方財政法２５条１項は、 

地方公共団体が国の負担金を使用する場合と、国が地方公共団体の負担金を
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使用する場合とを同等に取扱い、いずれも「法令の定めるところに従い、これ

を使用しなければならない」と規定する。 

この１項を受けて、第２項では、地方公共団体が第１項の規定に従わなかっ

たとき、すなわち国の負担金を「法令の定めるところに従って使用」しなかっ

たときに、国は地方公共団体に対し、負担金の交付を拒否し、また交付済みの

負担金の返還を命ずることができる旨を規定し、 

第３項では逆に、国が第１項の規定に従わなかったとき、すなわち地方公共

団体の負担金を「法令の定めるところに従って使用」しなかったときに、地方公共団

体は国に対し負担金の支出を拒否し、また支出済の負担金の返還を請求すること

ができる旨を規定している。 

この規定を受けて、同法施行令１６条（柱書および２号）は、地方公共団体

が支払拒否ないし返還請求をする場合には、「その理由、金額及び金額算定の

基礎を記載した文書をもって」請求を行う、という手続を定めている。 

（３）国から地方公共団体に対して交付する負担金、補助金については、別に「補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」が制定されているので、本条

の存在意義は、 

「国と地方公共団体相互間における負担金及び補助金の使用方法等に関す

る一般原則規定としての意義を有するとともに、地方公共団体が国に対し

て支出する負担金の使用方法とその使用が違法である場合における制裁に

ついての規定であると考えるべきである」 

ことになる（石原信雄著『新版地方財政法逐条解説』平成１２年版２１５頁）。 

なお、同書が「法令違反であるか否かの認定及び支出しない額又は返還を請

求する額の認定は、負担金支出者である地方公共団体の裁量行為であるが、法

令違反であるか否かの認定は、裁判上の訴因となり得るものと考える」（２１

６頁）と解説しているように、同条３項は、国が地方の負担金を違法使用して

いることの第一次的認定権は地方にあり、その認定の当否は最終的には裁判所
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の判断に従う、という趣旨を明らかにすることにより国と地方との対等平等性

を示した規定である。 

（４）なお、地方財政法２５条２項、３項が、既払分の返還のみならず、今後の負

担金の交付・支出を拒否する権限をも規定している趣旨は、「法令の定めに従

って使用」されていないということが過去の事実として確定されている場合の

みならず、将来の事実としても、その見込みがないと客観的に判断される場合

を含むものと解される。 

 

３ 違法な負担金の支出を拒否すべき県知事の義務 

（１）本件治水負担金が河川法６０条所定の「河川の管理に要する費用」に該当し

ない場合等において、国が群馬県から負担金を徴することは違法である。この

河川法６０条該当性は当初計画策定時のみを基準として論じられるべきもの

ではなく、政策評価法第３条の趣旨に照らし、「適時に」把握されるべきもの

である。 

河川法６０条該当性が認められない場合、被告知事には、前述のとおり地方

財政法２５条３項に基づく負担金支払拒否権を行使すべき義務がある。 

（２）従って知事は、負担金の支出に関し、国の納付通知の拘束力を弁解の口実に

用いることは許されず、みずからの「財務会計法規上の義務」を端的、純粋な

形で追及されることになる。すなわち、この支払拒否権を行使しないままに、

国からの納付通知に対応して、漫然と支出決定を行うことは、地方財政法４条

に違反する行為であり、従って、財務会計法規上の義務（地方自治法１３８条

の２に規定する誠実執行義務）違反にあたる。 

（３）なお、河川法７４条は、特ダム法３６条と同様、負担金等の支払義務が確定

した場合の徴収方法を規定したものにすぎないから、地方財政法２５条３項に

より負担金義務そのものが消滅する場合には無関係の規定である。 

従って、この規定があることを理由として、国の納付通知の効力は、地方公
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共団体の側からは容易に争えないものであるかのように解釈することは特ダ

ム法の場合と同じく失当である。 

 

第５ 水源地域整備事業負担金及び基金事業負担金支出の違法性 

（１）水源地域対策特別措置法（以下「水特法」と略す）にもとづく水源地域整備

事業につき、当該事業が実施される区域以外の地方公共団体に、その経費を負

担させることが許される要件は、その地方公共団体が指定ダムにより、利水上

の受益が予定されている（水特法１２条１項１号 もしくは２号のイ、ロ）か、

または治水上の利益が予定されている（同条同項２号ホ）場合に限られる。 

（２）本件ダムは、水特法上の「指定ダム」ではあるが、群馬県は、本件ダムによ

り利水上も治水上も利益を受けない。 

（３）それにもかかわらず、負担金の支出を内容とする合意を締結することは公序

良俗に反し（民法９０条）、もしくは、群馬県にとって必要のない事業である

ことを合意当事者がいずれも認識した上で行った心裡留保（民法９３条）に基

づくものであって、いずれにしても無効である。 

無効の支出負担行為に基づく支出命令がその根拠を欠き違法であることは、

昭和５２年７月１３日大法廷判決（津地鎮祭訴訟）が明示するところである。 

（４）なお、水源地域整備事業に関する平成８年の基本協定は、「この協定に疑義

が生じた場合は、協議の上処理する」ことを規定し、基本協定をうけて結ばれ

る毎年度の協議に際し、知事が負担金を拒否することをも想定している。 

従って仮に協定それ自体が原始的に無効でないとしても、ダムによる受益の

事実が客観的に存在しないにもかかわらず、知事がこの拒否権を行使しないま

まに漫然と協定上の負担金を支出することは、前記第２および第４の負担金支

出と同様の違法と評価される。 

（５）財団法人利根川・荒川水源地域対策基金による事業の経費負担についても、

水特法上の水源地域整備事業と全く同じことを指摘することができる。 
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すなわち、群馬県は本件ダムにより、利水上も治水上も利益を受けないので

あるから、負担金の支出を内容とする合意は、前述のとおり、民法９０条もし

くは９３条により無効であって、関係する支出命令は根拠を欠くものである。 

また、仮に協定自体が原始的に無効でないとしても、ダムによる受益の事実

が客観的に存在しないにもかかわらず、知事が、協定が許容している年度毎の

協議拒否権を行使しないまま、漫然と協定上の負担金を支出することは違法と

評価されるのである。 

 

以上 


